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本調査の背景と目的

• 情報システムが企業競争力
の維持・強化に欠かせない
ものとなっている

• ソフトウェア開発において、コ
スト削減・開発要員の確保・
専門技術の獲得等の観点か
ら、オフショア開発が世界的
に広く行われるようになって
いる

• ただし、欧米に比べて日本で
はオフショア開発の活用が進
んでいない

• 開発を行いながら要件を明確
化していく日本の開発スタイ
ルがその一因と考えられる

• 日本企業が発注者として抱え
る課題検討を開始

• 国内で収集できる現状調査を
実施し、以下の課題と対策を
提示

1. 上流工程および付加価値
の高い分野への注力

2. 品質および生産性の向上

3. 実装技術レベルの継続的
向上

4. ノウハウの蓄積と活用

5. プロジェクト管理力の向上

• 本年度は、2005年度に出さ
れた提言を実現していくため、
先行していると思われる欧米
企業の調査を実施

• その一環として、本プロジェク
トでは主にオフショア開発の
プロセスに焦点をあてて日米
企業へのアンケート調査を行
い、日本的やり方の弊害が真
に原因であるのかを検証

• その上で、日本企業における
オフショア開発有効活用のた
めの提言を行う

*：「平成17年度 ソフトウェア事業に関する調査報告書Ⅲ
ソフトウェアリソースの最適活用に関する調査報告と提言」参照

ソフトウェア開発を取り巻く環境
に関する当委員会の認識*

当委員会の
2005年度の取り組み* 本プロジェクトの目的
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調査アプローチ

 仮説検証のために日米企業へのアンケート調査を実施し、日米のオフショア開発に関する
取り組みの違い等から国内企業への示唆を導き出し、提言とした。

 アンケートシートの作成

 国内外企業へのアンケート
実施

アンケートの実施アンケートの実施 アンケート結果の分析アンケート結果の分析 オフショア有効活用に
向けた提言

オフショア有効活用に
向けた提言

 日米におけるオフショア・ソフト
ウェア開発におけるプロセスの
相違の分析

 その他アンケート結果分析

 アンケート結果分析を踏まえて、
日本企業のオフショア有効活用
に向けた提言

現地調査アンケート調査
報告書まとめ

仮説検証

仮説の立案
（昨年度の活動）

[今回の調査のアプローチ]



6Copyright (C) 2006 Japan Electronics and Information Technology Industries Association

調査実施概要

 国内26件、米国9件、計35件に対してアンケートを実施した。

• アンケートの目的 ： 日米企業のオフショア開発に対するプロセス実態の把握

• アンケート実施期間 ： 2006年8月末～9月15日

• アンケート方法 ： 対面インタビュー、アンケートシートへの直接記入、
電話インタビュー

• 対象企業 ： オフショア開発を活用している顧客企業
主にハイテク機器・ソフトウェア業界が対象

• 回答数 ： 35 件

- 国内 26件
- 米国 9件

• 本調査はアクセンチュア株式会社に委託し、実施した
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アンケート内容

 オフショアを利用したソフトウェアの開発プロセスを4つのステージに分け、それぞれのプロ
セスのベストプラクティスに対する達成度合いを「オフショア活用能力レベル」と定義した。

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約
ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

契約契約

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

チーム編成チーム編成

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

品質管理品質管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定・予実乖離分析効果測定・予実乖離分析

5段階の「オフショア活用能力レベル」を確認する設問と、
オフショア活用の内容を具体的に聞く設問とで構成

「オフショア活用能力レベル」を確認する設問例

オフショア開発の適性を判断するチェックリスト（基準）は・・・

ほとんど
定義なし

その都度
定義

統一的に
定義され、

共有

常に
基準に
照らして
評価

定期的に
見直し

実施内容を確認する設問例

「オフショア開発の適性度」判断の基準に含まれる要素につ
いて、当てはまるものすべてをお選びください。

仕様の安定度仕様の安定度

開発対象ソフトウェアの重要度開発対象ソフトウェアの重要度

アーキテクチャの複雑性アーキテクチャの複雑性

・・・・

✔

✔

ベスト
プラクティス
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活用歴、開発規模

 オフショア開発活用歴、過去一年間の開発規模ともに、日米間での大きな偏りは見られな
い。

オフショア開発活用歴

0-2年

3-5年

6-8年

9年-

(件数)
0 4 8 12 16

全体の約8割が5年以内の経験

国内企業米国企業

（活
用
年
数
）

無効回答：２件過去一年間の開発規模

(件数)
0

0-50

51-100

101-150

151-200

201-250

251-300

301-350

351-400

401-450

451-500

4 8 12

501-

（人
月
）

全体的に

幅広く分布

国内企業

米国企業
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オフショア先

 日米企業を問わず、インドと中国がオフショア先の大半を占める。

無効回答：２件
複数回答可

0 10 20

中国

インド

ベトナム

フィリピン

アイルランド

ブルガリア

カナダ

イスラエル

韓国

シンガポール

33件中32件が中国、インドのどちらかで
開発を行っている。

(件数)

米国企業 国内企業

オフショア先の国名
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開発体制

 取り纏め企業（SIer）を経由しないパターンは日米全体で6割程度。特に国内企業では7割
（18件）がオフショア開発ベンダーへ直接発注をしている。

取り纏め企業(SIer)経由

取り纏め企業（SIer)経由なし

開発体制

14件

21件

顧客企業 オフショア
開発ベンダー

顧客企業 オフショア
開発ベンダー

取り纏め企業
（SIer）

取り纏め企業経由

日米全体 米国企業

6件

3件

8件

18件

国内企業

8件

10件

関連会社、子会社、
グループ会社

第三者ベンダー

半数以上が関係会社
オフショアベンダーを
活用

複数回答企業2社は取り纏め企業経由の方に計上

日米全体
の6割

国内企業
の７割

取り纏め企業経由なし
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Ⅱ-2．活用ステージ別（日米比較）
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全体サマリー（日米比較）

 ステージ１-4まで全体を通じて、国内企業よりも米国企業の方が「オフショア活用能力レベ
ル」が高い。

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

日米平均比較

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約
ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

国内企業 米国企業

米国企業平均レベル：3.5

国内企業平均レベル：2.8

オフショア活用能力レベル平均（企業別）

レベル4以上の回答件数
• 米国企業・・・9件中3件
• 国内企業・・・26件中4件

3以上4未満

2以上3未満 3以上4未満

2以上3未満

1以上2未満

米国企業 国内企業

4以上5以下

4以上5以下

オフショア活用能力レベル

特に、国内企業は平均レベル4以上の
回答企業の割合が少ない。
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ステージ１（オフショア開発の全体方針・基準）～ 設問内容

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1

プロセス名 説明

目的設定目的設定
オフショア開発に対し
て明確な目的/目標設
定がなされているか

適性度評価適性度評価

対象案件がオフショア
開発に適しているか
どうかを判断する基準
は明確か

オフショア先選定オフショア先選定

オフショア先（＝開発
拠点、オフショア開発
ベンダー）を選定する
基準は明確か

回答項目

 ステージ１では、オフショア開発に対する顧客企業としての全体方針や明確な基準の有無
について確認した。

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約

ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

契約契約

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

チーム編成チーム編成

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

品質管理品質管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定・予実乖離分析効果測定・予実乖離分析

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

目的達成測定
のための

指標が定量化

目的や目的達成
測定のための
指標を定期的に

見直し

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして

評価が実施

基準を
定期的に
見直し

• 案件がオフショア開発に適しているかの適性を判断する際の具体的な
基準を複数回答可で選択
（例：仕様の安定度、開発対象ソフトウェアの重要度・・・）

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして

評価が実施

基準を
定期的に
見直し

• 「オフショア先の国、地域を選ぶ際の判断基準」、「オフショア先ベン
ダーを選ぶ際の判断基準」の具体的な基準を複数回答可で選択
（例：賃金の伸び、国内との距離・時差、人材・スキル・・・）

＋個別設問

＋個別設問

オフショア活用能力レベル
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ステージ１（オフショア開発の全体方針・基準）～ 日米平均比較

 日米の平均を比較すると、特に「オフショア先選定」基準について米国企業と国内企業に差
が表れている。

目的設定目的設定

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

国内企業 米国企業

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

目的達成測定
のための

指標が定量化

目的や
目的達成測定
のための指標
を定期的に

見直し

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして

評価が実施

基準を
定期的に
見直し

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして

評価が実施

基準を
定期的に
見直し

ステージ１：日米平均比較

オフショア活用能力レベル オフショア活用
能力レベル

国内企業 米国企業

3.2 3.3

2.7 3.0

2.7 3.4
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ステージ１（オフショア開発の全体方針・基準）
～ 適性度評価／オフショア先選定基準（1/2）

 「適性度評価」と「オフショア先選定」の基準については、国内企業は米国企業に比べて基
準として採用している項目数が少ない、もしくは基準が無い傾向が明らか。

「適性度評価基準」選択数（全9項目） 「オフショア先選定基準」選択数

国、地域の選定基準（全８項目） オフショア開発ベンダーの選定基準（全17項目）

• 賃金の伸び

• 国内との距離

• 支社の有無

• 輸出入条件

• 社会インフラ

• 技術者育成インフラ

• 治安

• セキュリティ

オフショア先選定基準候補
（国、地域の選定基準）

• 単価

• 人材・スキル

• 人材の定着率（離
職率）

• 母国語対応力

• 開発実績

• 品質基準・品質保
証体制

• ISO,CMMIなどの
各種標準

• セキュリティ対策

• 開発体制・リーダーク
ラスの人数

• 企業としての認知度

• オフショアベンダーの
財務情報

• 仕様変更管理力

• 開発方法論

• 開発アーキテクチャ

• トレーニングプログラ
ム

• オフショア先でのナ
レッジシェアの仕組み

• 人材の評価基準・キャ
リアパスの整備

オフショア先選定基準候補
（オフショア開発ベンダーの

選定基準）

• 仕様の安定度

• 開発対象ソフトウェアの重要度

• アーキテクチャの複雑性

• アーキテクチャの安定性・
これまでの不具合

• 開発対象のソフトウェアのタイプ

• 開発期間

• 開発規模

• 予算

• ソフトウェアに対する輸出規制

適性度評価基準候補

0%

20%

40%

60%

80%

100%

7-9項目

4-6項目

1-3項目

基準なし

米国企業 国内企業
0%

20%

40%

60%

80%

100%

米国企業 国内企業

6-8項目

3-5項目

基準なし

1-2項目

0%

20%

40%

60%

80%

100%

米国企業 国内企業

14-17
項目

10-13
項目

基準なし

6-9項目
1-5項目

7-9項目

4-6項目

1-3項目

基準なし

6-8項目

3-5項目

基準なし

10-13
項目

基準なし
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仕様の安定度

開発対象ソフトウェアの重要度

アーキテクチャの複雑性

アーキテクチャの安定性・
これまでの不具合

開発対象のソフトウェアのタイプ

開発期間

開発規模

予算

ソフトウェアに対する輸出規制

ステージ１（オフショア開発の全体方針・基準）
～ 適性度評価／オフショア先選定基準（2/2）

 具体的な基準の内容を見ても、米国企業は国内企業に比べ、より多面的な要素を加味して
判断している。

0 20

(%)

米国企業
国内企業

適性度評価基準

賃金の伸び

国内との距離

支社の有無

輸出入条件

社会インフラ

技術者育成
インフラ

治安

セキュリティ

0 40

オフショア先選定基準

国、地域の選定基準 オフショア開発ベンダーの選定基準

国内企業

(%)

単価

人材・スキル

開発体制・リーダー
クラスの人数

人材の定着率
（離職率）

母国語対応力

開発実績

企業としての認知度

オフショアベンダーの財
務情報

仕様変更管理力

品質基準・
品質保証体制

開発方法論

開発アーキテクチャ

トレーニング
プログラム

ISO,CMMIなどの
各種標準

セキュリティ対策

40 80

オフショア先での
ナレッジシェアの仕組み

人材の評価基準・
キャリアパスの整備

米国企業40 60 80 100
20 60 80 100 0 20 60 100

(%)
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ステージ２（個別オフショア案件の計画・契約）
～ 設問内容

レベル５レベル４レベル３レベル２レベル１

 ステージ２では、個々のオフショア開発案件の実行前における計画・契約プロセスに関して、
取り決めの基準や中身を調査した。

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約

ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

契約契約

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

チーム編成チーム編成

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

品質管理品質管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定・予実乖離分析効果測定・予実乖離分析

プロセス名 説明

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして

見積もり作成・
評価が実施

作成・評価
の基準を
定期的に
見直し

コスト
見積もり
コスト

見積もり
オフショア特有の要素を勘案
した特別な見積もり作成・評
価方法が定義されているか

契約契約 オフショア開発委託の際の
契約の厳密性はどうか

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に照
らして要件定
義の作成・
評価が実施

作成・評価の
基準を

定期的に
見直し

要件定義要件定義
オフショア特有の要素を勘案
した要件定義の作成・評価の
方法はあるか

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常にルールに
則って

仕様変更が
実施

仕様変更
ルールを
定期的に
見直し

仕様変更
ルール

仕様変更
ルール

オフショア開発ベンダーもしく
は取り纏め企業との間の「仕
様変更」に関する事前取り決
めはしているか

役割分担役割分担

開発フェーズに応じた「国内
とオフショア側の工数配分」
の基準はあるか

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして役割
や工数配分
が決定

基準を
定期的に
見直し

• 開発フェーズ別の国内とオフショア側間における工数配分比率を10%
単位で記述

チーム編成チーム編成
国内とオフショア側の連携役
となる「ブリッジSE」は活用し
ているか

• ブリッジSEが参画しはじめる開発フェーズを選択

回答項目

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

事前に合意
され、常に
計画通りに

実施

コミュニケー
ション上の問題
が出た場合に
積極的な対策

コミュニ
ケーション
コミュニ

ケーション

国内とオフショア側間におけ
る“コミュニケーション手段”、
“コミュニケーション実行計
画”はあるか

• 契約時の取り決め事項別の取り決め頻度を「常に取り決めている」「場
合によっては取り決めている」「取り決める事は無い/少ない」から選択

• 契約時の体制として作成・交渉やチェックの専門体制（チーム）がある
か、一連のプロセスが定義されているかを選択

オフショア活用能力レベル

＋個別設問
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ステージ２（個別オフショア案件の計画・契約）
～ 日米平均比較

 「要件定義」、「仕様変更ルール」、「役割分担」に関して、国内企業のオフショア活用能力
レベルは米国と比べて低い傾向にある。

ステージ２：日米平均比較

コスト見積もりコスト見積もり

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

国内企業 米国企業

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして

見積もり作成・
評価が実施

作成・評価
の基準を
定期的に
見直し

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に照
らして要件定
義の作成・
評価が実施

作成・評価の
基準を

定期的に
見直し

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常にルールに
則って

仕様変更が
実施

仕様変更
ルールを
定期的に
見直し

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして役割
や工数配分
が決定

基準を
定期的に
見直し

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

事前に合意
され、常に
計画通りに

実施

コミュニケー
ション上の問題
が出た場合に
積極的な対策

コミュニケーションコミュニケーション

オフショア活用能力レベル オフショア活用
能力レベル

国内企業 米国企業

2.9 3.2

2.7 3.4

2.8 3.7

2.3 3.6

2.9 3.4
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ステージ２（個別オフショア案件の計画・契約）
～ 契約段階での取り決め内容

 契約段階での取り決め内容を具体的に見ると、特に「要件定義、基本仕様書」や「コミュ
ニケーション方針」に関して、国内企業は米国企業に比べて取り決めが厳密ではない。

仕事の範囲(SOW)

要件定義、基本仕様書

納入時期

金額

成果物（納品物）の定義

作業プロセス/方法論*

品質目標（バグ検出密度）

役割分担/責任範囲/
保守体制

瑕疵責任

検収条件

コミュニケーション方針

契約段階での取り決め内容

常に契約段階で
取り決めている

契約段階で
取り決めることは
無い/少ない

米国企業
国内企業

0 40 80

場合によっては
取り決めている

契約に関するプロセス・体制を見てみると、米国企業
の方が組織的に取り組んでいる。

20 60 100
(%)

契約締結全体の一連のプロセ
スが定義されている

契約内容作成後、個別内容
（成果物の定義、役割分担な
ど）をチェックする専門の体制
（チーム）がある

契約内容作成後、瑕疵担保
責任、損害賠償など、Legal面
をチェックする専門の体制
（チーム）がある

契約内容を作成・交渉する
専門の体制（チーム）がある

0 40 80

米国企業
国内企業

20 60 100
(%)

契約時のプロセス・体制（参考）

*米国企業の約6割がオフショア先選定時にベンダーの開発方法論を確認していることや、既に協業経験
のあるベンダーとの案件が多いこと等から、改めて契約段階で取り決める必要性が低い。
A社）「基本的に新規の取引先と働くことが少なく、通常会社同士で大枠の基本契約を締結しており、案件
の契約ごとにプロセスや方法論を取り決めることは少ない。」
B社）「既にこれまでの協業経験（約15案件）やリレーションシップがあるので、案件の都度作業プロセスや
方法論を確認することは少ない。」
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ステージ２（個別オフショア案件の計画・契約）
～ 役割分担・チーム編成

 また、米国企業ではオフショア開発の早い段階から「ブリッジSE」を含めてオフショア開発ベ
ンダーの巻き込みを図っている傾向が強い。

役割分担（工数配分の基準） チーム編成（ブリッジＳＥの参画タイミング）
ブリッジSEを確保している企業のみ回答

構想立案

要件定義

設計

コーディング
単体テスト

結合テスト
ユーザ納入

0 40 80

米国企業
国内企業

未把握

米国企業は構想立案フェーズから
「ブリッジSE」を参画

20 60 100
(%)

米国企業 国内企業

構想立案

要件定義

設計

コーディング
単体テスト

結合テスト
ユーザ納入

顧客企業
(+取り纏め企業）

国内 国外

オフショア
開発ベンダー

顧客企業
(+取り纏め企業）

国内 国外

オフショア
開発ベンダー

83%

81%

52%

26%

49% 51%

74%

48%

17%

19%

99%

95%

55%

15%

66% 34%

85%

45%

1%

5%
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ステージ３（実行管理）
～ 設問内容

 ステージ３では、オフショア開発案件実行中の進捗管理・課題管理/リスク管理の実施レベ
ルや、品質管理のやり方について調査した。

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約

ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

契約契約

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

チーム編成チーム編成

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

品質管理品質管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定・予実乖離分析効果測定・予実乖離分析

プロセス名 説明

進捗管理進捗管理

オフショア開発案件中
の「進捗管理」の手法
があり、実施徹底され
ているか

品質管理品質管理

オフショア開発案件中
の「品質管理」がどこ
まで徹底して実施され
ているか

課題管理/
リスク管理
課題管理/
リスク管理

オフショア開発案件中
の「課題管理/リスク管
理」の手法があり、実
施徹底されているか

回答項目

• 「オフショア側でのレビュー実施の確認をしているか」、「国内でも
レビューを実施しているか」、「不具合管理の登録・分析・共有を
行っているか」、「第三者による外部監査を導入しているか」を選択

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして
実施

進捗を測る
指標が客観的
に決められて

いる。

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして
実施

課題/リスクが
可視化され
対応漏れが
ない事を確認

オフショア活用能力レベル
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ステージ３（実行管理）
～ 日米平均比較

 「課題管理/リスク管理」の国内企業のオフショア活用能力レベルは、米国企業と比べて
低い。

進捗管理進捗管理

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

国内企業 米国企業

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして
実施

進捗を測る
指標が客観的
に決められて

いる。

ほとんど
定義なし

個々の
案件単位に
その都度

定義

常に基準に
照らして
実施

課題/リスクが
可視化され
対応漏れが
ない事を確認

ステージ３：日米平均比較

オフショア活用能力レベル オフショア活用
能力レベル

国内企業 米国企業

3.0 3.3

2.9 4.2
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ステージ３（実行管理）
～ 品質管理

 また品質管理については、特に第三者による外部監査を導入している割合に、国内企業と
米国企業間で大きな違いが出ている。

オフショア先が、常に事前に決められたレ
ビュー体制に則って成果物のレビューを実行
していることを確認している

国内で成果物のレビューをタイムリーに実施
し、オフショア先作業の品質をチェックできて
いる

レビュー結果、不具合の内容などをすべて記
録している

不具合（バグ、性能不足）の内容を登録し、
内容別の件数など発生確率を統計的に分析
している

不具合（バグ、性能不足）の発生原因を分析
し、その対応策や対応結果などをデータベー
ス化している

定期的に、第三者による外部監査を導入し、
決められたプロセス通りの作業が進められて
いるか、作業品質のチェックを実施している

取り纏め企業に任せてあり、関与・認
知していない。

0 40 80

品質管理

米国企業
国内企業

米国企業と国内企業で
大きな差

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

第三者による外部監査導入別比較

外部監査
非導入企業

外部監査
導入企業

「品質管理」における第三者による外部監査の
導入の有無は、全ステージを通じた「オフショア
活用能力レベル」と最も強い相関が表れている

20 60 100
(%)

外部監査

不
具
合
管
理

記録

分析

共有

レ
ビ
ュ
ー
実
施

オフショア側

国内

オフショア活用能力レベル
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2.5 3.8

ステージ４（評価）

特に「予実乖離分析」（レベル5）を行っている
割合で日米企業間に大きな差がついている

 ステージ４では案件終了後の効果測定・予実乖離分析について調査したが、ここでも国
内企業は米国企業と比べて評価実施度合いが極めて低い。

0%

20%

40%

60%

企
業
数
割
合

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1

米国企業
国内企業

米国企業

案件終了後
のみではなく
案件中も効果
測定し可視化

社内（部門内）
で、統一的に
定義、共有

ほとんど
行われない

個々の
案件単位に
その都度

実施

予実乖離分析
が行われ、結
果の活用も
効果的

国内企業

レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1
ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約

ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

契約契約

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

チーム編成チーム編成

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

品質管理品質管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定・予実乖離分析効果測定・予実乖離分析

プロセス名 説明

効果測定・
予実乖離分析
効果測定・

予実乖離分析

オフショア開発案件ごと
に効果測定を確実に実
施しているか

回答項目

オフショア活用能力レベル
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Ⅱ-3．開発体制別

調査概要

Ⅰ

調査対象企業の
オフショア開発への

取り組み状況

Ⅱ-1

オフショア活用
能力レベル

活用ステージ別
（日米比較）

開発体制別

Ⅱ-2

Ⅱ-3

オフショア開発に
おける現状課題

調査結果

今後の有効活用
に向けた提言

Ⅲ-1 Ⅲ-2

 本調査の背景と目的
 調査アプローチ
 調査実施概要
 アンケート内容

 活用歴、開発規模
 オフショア先
 開発体制

 国内顧客企業が抱える課題
 ベストプラクティスの取り組み
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開発体制別比較
～ 取り纏め企業（SIer）経由 vs 経由なし

 取り纏め企業（SIer）経由の有無で比較すると、経由している方がオフショア活用能力レベ
ルが平均的に高い。

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約
ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

取り纏め企業(SIer)経由

取り纏め企業（SIer)経由なし

顧客企業 オフショア
開発ベンダー

顧客企業 オフショア
開発ベンダー

取り纏め企業
（SIer）

オフショア活用能力レベル

取り纏め企業
経由

取り纏め企業
経由なし
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開発体制別比較
～ オフショアベンダー タイプ別

 直接オフショアベンダーを活用している企業の場合、関係会社のベンダーよりも第三者ベン
ダーを活用している企業の方が、特にステージ後半で活用能力レベルが上回っている。

オフショアベンダーのタイプ別

顧客企業
関連会社、

グループ会社、
子会社

顧客企業 第三者ベンダー

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約
ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

第三者
ベンダー

関係会社
ベンダー

取り纏め企業(SIer)経由なし

顧客企業 オフショア
開発ベンダー

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

オフショア活用能力レベル
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Ⅲ-1．オフショア開発における現状課題
Ⅲ-2．今後の有効活用に向けた提言

調査概要

Ⅰ

調査対象企業の
オフショア開発への

取り組み状況

Ⅱ-1

オフショア活用
能力レベル

活用ステージ別
（日米比較）

開発体制別

Ⅱ-2

Ⅱ-3

オフショア開発に
おける現状課題

調査結果

今後の有効活用
に向けた提言

Ⅲ-1 Ⅲ-2

 本調査の背景と目的
 調査アプローチ
 調査実施概要
 アンケート内容

 活用歴、開発規模
 オフショア先
 開発体制

 国内顧客企業が抱える課題
 ベストプラクティスの取り組み
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国内顧客企業が抱える課題

 オフショア開発活用における国内顧客企業の課題として、基準プロセスに関する課題とオフ
ショアベンダーとの協業に関する課題の大きく2つが挙げられる。

基準・プロセスの
徹底活用

オフショアベンダー
との対等な

協業関係の構築

• 基準・プロセスとして十分な網羅性がなく、
オフショア特有の要素が考慮されていない

• 基準があったとしても組織内で共有されてお
らず、結局は案件の都度対応になっている

基準・プロセスが不十分

• 基準・プロセスが全社的には実践されておら
ず、実践させる仕組みもない

• 定期的に基準・プロセスを見直し、高度化し
ていく仕組みが無い

基準･プロセスの定着/改善
の仕組みが脆弱

• 上流工程から参画させることが少ないため、
下流工程においてオフショアベンダーとの意
思疎通や相互理解が不十分な状態で開発
が進められている

オフショアベンダーの
巻き込みが不十分

• 第三者企業との協業に比べて、基準・プロセ
スを遵守・徹底させる意思が低くなっている
可能性がある
（グループ会社であるがゆえの“馴れ合い”）

特に関係会社ベンダー利用企業の
基準・プロセスに対する意識が低い

• 顧客企業といえどもオフ
ショア開発に関する基準・
プロセスを策定し、適用・
徹底する必要がある

• ブリッジSEをアサインする時期が遅い

• ベンダーを一部業務の下
請け業者として扱うのでは
なく、ビジネスパートナーと
して対等な関係を構築し、
一体化された開発チーム
を作る

• 「開発案件の評価・分析」のような、プロセス・基準を改
善/高度化させていく仕組みが弱い

• 適性度評価やオフショア先選定において、そもそも基準
がない

• 基準を有していても、採用している評価項目が限定的

• 要件定義/仕様変更ルール/役割分担において活用能
力レベルが低い

• 契約段階では、特に要件定義、基本仕様書やコミュニ
ケーション方針の取り決めがなされていない。契約時の
体制も米国企業に比べて組織的でない

• 初期工程におけるオフショアベンダー側の参画工数が
少ない

• 特に、課題/リスク管理の基準・プロセスが定義されてい
ない

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

ステージ１：
活用方針・

基準

ステージ１：
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約
ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

• 「第三者による外部監査」によるチェックといった、基準・
プロセスを定着させる仕組みが採用されていない

• 取り纏め企業経由が平均的に活用能力レベルが高く、
直接オフショアベンダーに発注する中では第三者ベン
ダーに発注している企業群の活用能力が高い

開発体制別開発体制別
• 関係会社オフショアベンダーに発注している企業群には、
役割分担・コミュニケーション手段や実行管理ステージ
に関する能力レベルに低さが見られる

活
用
ス
テ
ー
ジ
別

活
用
ス
テ
ー
ジ
別

調査結果サマリー 問題点
国内顧客企業

の課題
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ベストプラクティスの取り組み

海外からのノウハウ
移転によるプロセス
整備

• 海外での経験に基づく方法論の移管

• 導入/定着化メンバーの受け入れ

取り纏め企業との
Win-Win関係の構
築による自社の高
度化

• 潜在リスクを洗い出し、取り纏め企業
と共有を徹底
（例：取り纏め企業による見積もり提示の際、見積
もり根拠を元に、取り纏め企業にとってビジネスと
して成り立っているかを確認している。）

• CMMIのレベルの高いパートナーとの
協業による自社のレベル上げを目的
化

CIOオフィスが定着
化・改善をリード

• 基準・プロセスに通り実施しない問題
開発員を抽出し、指導

 一方、国内でも保険会社A社のように、オフショア活用能力レベルが極めて高いベストプラ
クティスが存在する。

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

目的設定目的設定

適正度評価適正度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

SIer経由
インドオフショアベンダー活用

SIer経由
中国オフショアベンダー活用

国内保険A社の
オフショア活用能力レベル 支える強み
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国内顧客企業への提言（サマリー）

 基準・プロセスの整備、定着・改善と開発案件の一貫体制整備を提言する。また、それら
の実現方法として取り纏め企業（SIer）の活用を推奨する。

4. 取り纏め企業
（SIer）の活用

1. 基準・プロセスの
整備

•オフショア向けのベースとすべく、国内向けの
基準・プロセスの見直しを行い、整備

•社内のノウハウを結集し、多少不完全でも基
準・プロセスを一旦文書化

•徐々に、顧客企業に求められるオフショア開発
特有の内容（詳細度）と、一連の開発ライフサ
イクルに対応した網羅性を確保

2. 基準・プロセスの
定着・改善への
組織的取り組み

•必要なリソース（特にヒトとカネ）を割り当て、
基準・プロセスの遵守度の確認を行う仕組み
を導入

•基準・プロセスは一度策定して完成版とするの
ではなく、新たな経験からのノウハウを蓄積し、
常に高度化させていく

•担当者/部には独立性と権限を与え、経営層が
継続的にサポート

3. 開発ライフサイクル
を通じた一体・一貫
体制の整備

•的確なコミュニケーション計画とタスク配分に
よって、オンショア側チームとオフショア側チー
ムを一体化

•特に、開発フェーズの切れ目等で業務の断絶
がないよう、役割分担と連携ルールを明確化

•提言1-３を、全て自社内
で実現するだけなく、取
り纏め企業（SIer）をうま
く活用することが得策

•ただしその際は、全てを
丸投げするのではなく、
取り纏め企業の選定・管
理・レビュー及び自社の
オフショア開発能力の高
度化のプロセスを確立
することが重要

基準・プロセスの
徹底活用

オフショアベン
ダーとの対等な
協業関係の構築

国内顧客企業
の課題 提言 内容 実現方法の提言
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提言1．基準・プロセスの整備

 国内企業もオフショア開発特有の要素を網羅した基準やプロセスを整備し、社内共通のプ
ロセスとして実践する組織的な取り組みが必須である。

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ１：
オフショア
活用方針・

基準

ステージ２：
計画・契約
ステージ２：
計画・契約

ステージ３：
実行管理

ステージ３：
実行管理

ステージ４：
評価

ステージ４：
評価

• 目的
• 選定基準
• 適性判断

• 見積もりチェック
• 役割分担決定
• 契約
• コミュニケーション

• 進捗管理
• 品質管理
• 課題/リスク管理

• 効果測定
• 予実乖離分析

基準・プロセスの整備の全体イメージ

• 活用方針に関しては基本的にオ
フショア用に多面的なものを一
から用意する必要がある。

• まず、国内開発向け基準・プロセスの
確認と整備

• 経験豊富な担当者をアサインし、社内
のノウハウを結集

• 内容の定義だけでなく文書化まで実施

• 完璧なものでなくとも立ち上げを優先

• 徐々に

- 適度な網羅性（幅）

- 各々の適度な詳細度（深さ）

を確保

ポイント

• 異文化間コミュニケーションによ
る理解の齟齬等から生じるオフ
ショア開発特有のリスクを十分
に想定する必要がある。

• 個別案件から得たものを、共有
し高度化させていくところまで定
義する。

• 国内開発以上に明確な基準を
策定し、またそれが確実に実践
されるようにすることが必要であ
る。

留意点

詳細度

基準・プロセス

網羅性
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提言2．基準・プロセスの定着・改善への組織的取り組み

 基準・プロセスを定着させ、ノウハウを蓄積していくためには、組織的な取り組みが不可欠。

基準・プロセスの定着と
改善の仕組み

担当組織・要員

リーダーシップ
（強制力）

ノウハウ・ツール

• 開発要員向けトレーニング

• 基準・プロセス遵守のチェック

• フィードバックとトレース

• 経験からノウハウへの昇華と
アセット化

• 経営層の理解とコミット

• 適切なリソースの割り
当て（人・カネ）

• 特に最初は、権限と経
験を備えた実行力のあ
る担当者のアサイン

• 監査担当の独立性の
確保*

ポイント組織的取り組みに必要なこと

レベル２ レベル３ レベル４ レベル５レベル１

目的設定目的設定

適正度評価適正度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

第三者による外部監査導入別比較

外部監査
非導入企業

外部監査
導入企業

＊再掲：第三者監査のインパクト

「品質管理」における第三者による外部監査
の導入の有無は、全ステージを通じた「オフ
ショア活用能力レベル」と最も強い相関が表
れている



35Copyright (C) 2006 Japan Electronics and Information Technology Industries Association

提言3．開発案件の一体・一貫体制整備

 オフショア開発においては、「事前計画・契約～実行～評価」のプロセス全体を通じて、
フェーズを跨るタテの連携と、オンショア/オフショア間のヨコの連携を確立すべき。

事前計画・
契約

事前計画・
契約

実行実行

評価評価

オンショア
オフショア

顧客企業 取り纏め企業

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

早い段階での協業開始

明確な取り決めと適切な役割分担

密なコミュニケーションによる課題・リスクの共有

プロジェクトの評価とノウハウの蓄積
（パートナーへのフィードバックも含む。）

シームレスな意思疎通（ヨコの連携）

開発案件の

一貫性保持

（タテの連携）

タテとヨコの連携のイメージ

• ヨコの連携を強固にするオン
ショア/オフショア間での
フェーズに応じた適切なタス
クの配分とコミュニケーション
計画・環境の用意

• タテの連携を強固にする明
確な役割分担と連携ルール

• オンショア・オフショア共同で
の評価及び改善

ポイント
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提言4．取り纏め企業（SIer）の活用（1/2）

 ただし、短期間で全てを自前で整備するのには限界もあるため、既にオフショア開発の「方
法論」を有する取り纏め企業（SIer）を活用するのも有効な手段の一つである。

取り纏め企業活用のメリット

取り纏め企業を活用することで、ノウハウ蓄積に必要
な経験や時間を要さずにオフショア開発の有効活用を
実現することが可能

経験

• 取り纏め企業の持つ「方法論」は彼らの本業
である多種多様な開発案件から得られた経験
の結晶

• 顧客企業が独自で同様の多種多様の経験を
積むことは相当困難

時間

• 必要となる基準・プロセスは短期的に完備で
きるものではなく、構築～検証～改善には
ある程度の時間が必要

• 特に、基準・プロセスの定着化や改善サイク
ルの確立は組織文化の変革も伴う場合あり

オフショア開発有効活用への道程

現状

自社内ノウハウ（経験×時間）

オ
フ
シ
ョ
ア
開
発
成
功
確
度

あるべき姿あるべき姿

高

低

取り纏め企業活用

多少

自社で整備
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提言4．取り纏め企業（SIer）の活用（2/2）

 取り纏め企業（SIer）を活用する際は、取り纏め企業に依存するのではなく、選定・管理し、
またノウハウを吸収して社内標準を高度化していく循環の仕組みが必要である。

取り纏め企業
の選定

取り纏め企業
の管理

レビュー

ポ
イ
ン
ト

• オフショア開発のプロ
セスの明確さ

• オフショアベンダーの
オフショア活用実績

• 目標にあった選定
（専門スキル・要員確
保の柔軟性の考慮）*

• プロセス通り進められ
ているかを把握

• 定期的な報告会（場
合によってはオフショ
ア側メンバーも参加）

• 開発案件総括

- 品質

- コスト

- スケジュール等

• 開発案件からのノウ
ハウの抽出と基準・ガ
イドラインへの反映

社内標準の
確立

• 自社内のオフショア
開発能力の把握（経
験・方法論の整備度
合い等）

• 取り纏め企業及びオ
フショアベンダー評価
基準・ガイドラインの
策定

自社の「オフショア活用能力レベル」を向上

取り纏め企業（SIer）活用のフローとポイント

選択式
複数回答可

オフショア開発の主な目的

多くの企業が要員確保や技術力確保
も目標として掲げており、コスト削減
だけがオフショア開発利用の目的で
はなくなっている

コスト削減

要員確保

技術力確保

0 20 40 60 80 100
(%)
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〈参考〉開発ソフトウェアタイプ別比較

 国内企業を開発ソフトウェアのタイプで分けて比較をすると、組込み系のソフトウェアを開発
している企業群の方がオフショア活用能力レベルが低いといえる。

組込み系ソフトウェア開発は、エンタープライズ系に比べて近年発展してきている分野* であり、エンタープライズ系・その他のソ
フトウェア開発程の経験が無い。このことが、オフショア活用能力レベルの未成熟さに影響していると推測される。
＊経済産業省の2005年組込みソフトウェア産業実態調査によると、1990年から2002年で携帯電話の組み込みソフトのオブジェクトサイズは200kbから
20mbまで拡大している。また、ソース行数は、携帯電話で500万行、通信機能搭載型カーナビシステムで300万行と大規模化が進んでいる。

0 5 10 15 20 25

エンタープライズ系

組込み系

その他（ミドルウェア、ドライ
バなど）

（件数）

国内企業開発ソフトウェアタイプ別件数分布

国内企業を組込み系と組込み系以外（エンタープライ
ズ系＋その他）に分けて比較した。

国内企業の組込み系開発とそれ以外の比較

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5レベル1

目的設定目的設定

適性度評価適性度評価

オフショア先選定オフショア先選定

コスト見積もりコスト見積もり

要件定義要件定義

仕様変更ルール仕様変更ルール

役割分担役割分担

コミュニケーションコミュニケーション

進捗管理進捗管理

課題管理/リスク管理課題管理/リスク管理

効果測定･予実乖離分析効果測定･予実乖離分析

オフショア活用能力レベル

国内企業
（組込み系）

米国企業
（全てエンタープ

ライズ系）

国内企業
（組込み系以外）


